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都市再生整備計画の目標及び計画期間 様式（１）-②

市町村名 地区名 面積 96 ha

令和 5 年度　～ 令和 9 年度 令和 5 年度　～ 令和 年度

目標

目標設定の根拠
都市全体の再編方針（都市機能の拡散防止のための公的不動産の活用の考え方を含む、当該都市全体の都市構造の再編を図るための方針）

まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

大目標：地域密着型官民連携で都市基盤強化と賑わいづくりに取り組み、健康的でハツラツとした暮らしが息づく中心地を実現する。
　　目標１：官民共同事業体を中心に、公共機能の集約化に商業機能を組み合わせた複合施設として交流拠点を整備し、まちづくりのおける町民の活躍の場をつくる。
　　目標２：歩きたくなる仕掛け作りや、居心地の良いまち空間づくりを町民参加型で進め、日常的に人の姿が感じられる中心地を目指す。
　　目標３：中心地を核とした交通ネットワーク化等の利便性向上をはじめとする交通弱者対策により、中心地の都市機能を町全域で享受できる都市構造を構築する。

　本町のまちづくり戦略の核に位置付けた「三股町交流拠点施設整備事業」は「健康と交流と賑わいの拠点づくり」をテーマに平成３０年度から検討に着手した。「町民とともに考え、町民とともに進める」をスローガンに掲げ、町民ワークショップを開催するなど町民との
対話を大事にしながら基本構想の策定に取り組んだ。令和２年３月に策定した基本構想では、町民ワークショップの内容を踏まえ「町民の暮らし」をターゲットに設定し、基本計画においても「暮らし」に焦点を当てて検討を進めた。令和３年１１月に「暮らしが息づく場をつ
くり、三股の暮らしの魅力を高める」ことをねらいとして基本計画を策定し、「学び」「子ども子育て」「健康づくり」「買い物と食」の４つの機能により暮らしの魅力づくりを進める方針を立てた。
　本事業ではスローガンに示すように「ともに考え、ともに進める」ことに重きを置き、まずは拠点の利用者としての町民との対話から取り組んだ。次のステップとして、整備や運営の主体としての町内事業者との関係性の構築に取り組み、その呼びかけに応える形で令
和３年３月に三股町商工会の内部組織として「五本松活性化推進協議会」が発足した。有志の呼びかけで立ち上がった当協議会との検討内容も踏まえ、基本計画には「官民共同事業体」を設立する方針を盛り込んでいる。この方針に基づき、令和３年１２月に町と商工
会との間で協定を締結し法人設立に向けた正式な検討を開始しており、今年度上半期中の設立を目指している。
　拠点整備と併せて中心地ゾーンにおけるエリアマネジメントの検討にも取り組んでおり、令和４年度には官民連携まちなか再生推進事業を活用してエリアプラットフォームの立ち上げと未来ビジョンの策定について町民参加型で取り組む。拠点整備のみならずエリア全
体のまちづくりを町民や町内事業者との連携で実践することを目指しており、その中心的役割を担う組織として町と商工会との共同出資による官民共同事業体を設立する考えである。
　交流拠点施設整備事業については、官民共同事業体を中心としたPFI法に基づく事業スキームの構築を目指している。さらに、交流拠点事業以外の行政サービスの担い手としての実現可能性を調査するため、令和４年度は先導的官民連携支援事業を活用し、公共
施設包括管理や再生可能エネルギー事業等についても調査分析を進めている。
　公共交通については、令和４年度に地域公共交通計画を策定することにしており、町民の利用実態や要望等を踏まえ、ニーズに合った利便性の高い公共交通ネットワークを再構築する。

〇公共施設等の再整備
　中心地ゾーンに集積している公共施設には築５０年以上が経過するものもあり老朽化が進んでいる。また、機能の重複もあるため集約再編により効率的な施設マネジメントに向けた再整備を進める必要がある。道路・公園等についてもインフラ機能としての整備は終
わっているものの、町民ニーズや時代の変化に合わせた質の高いパブリックスペースとしての再整備が必要である。
〇エリア価値の向上
　本町の生活利便性や住民満足度は全体的に高い傾向にあるが、その傾向は都城市に近接する区域で顕著であり中心地を含む東側の区域では相対的に低いと思われ、人口分布にも現れている。人口過密と過疎のアンバランスな状態ではなく、町全体でゆとりある
バランスの取れた居住のあり方を実現するためには、中心地ゾーンにおける暮らしの魅力を高め、居住を誘導する必要がある。町民の交流や主体的活動の場と日常的な買い物の場を組み合わせた新たな拠点を整備し、既存施設との連携を図る様々なソフト事業を展
開することで、中心地ゾーンのエリア価値を向上させる必要がある。
〇日常的な賑わいの創出
　本町は夜間人口に対して昼間人口の流出が多く、約２６，０００人の人口規模の割に、まちなかにおける日常的な人の営みが感じられない。パブリックスペースにおいて様々なアクティビティを生み出し、活発な人の活動を日常的な賑わい効果につなげ、さらには地域
内経済の循環に発展するよう商業機能との連携も取り組む必要がある。
〇公共交通ネットワークの再構築
　交通空白地や交通弱者・買物弱者等の問題を解決するために、地域の特性や町民のニーズを適確に把握し、公共交通ネットワークを再構築する必要がある。

・第6次三股町総合計画において「自立と協働が織りなす　元気あふれるまち三股」をまちの将来像としている。
・三股町都市計画マスタープランでは、各種の都市機能が集積したエリアを「中心地ゾーン」と位置付け、このゾーンの活性化が町全体の活性化に繋がるという考え方を示している。
・立地適正化計画では、中心地ゾーンにおける都市機能の強化と協働で生み出す賑わいづくりによるまちの元気の「見える化」をまちづくりの方針として定めている。
・三股町交流拠点施設整備事業については、平成３１年３月に「基本構想策定方針」、令和２年３月に「基本構想」、令和３年１１月に「基本計画」を策定し、町民との協働、地域密着型官民連携により、暮らしの魅力づくりに取り組んでいる。
・中心地ゾーンのエリアマネジメントを進めるため、令和４年度にエリアプラットフォーム「みまたん♡ミライカイギ」を立ち上げた。現在、未来ビジョン策定を進めている。
・公共交通ネットワークの再構築を進めるため、令和４年度に地域公共交通計画を策定する。

　本町の都市整備は、昭和３０年代の都市計画道路整備に始まり、昭和４０年代から町営住宅整備や土地区画整理事業、都市公園整備と続き、平成に入ってからは公共下水道や総合文化施設の整備、さらには宅地分譲事業にも取り組むなど、文化的で快適な住環
境整備に力を入れてきた。豊かな自然環境が身近にありながら生活利便性にも優れている立地の良さに加えて、子育て支援の取り組みも評価され、これまで人口増加を続けている。このような立地条件としての相対的な魅力は、都城市に近接している西側の地域ほ
ど高く、人口増加も著しい。対して、中心地を含む東側の地域では高齢化の進展や低未利用地の増加が見られ、地域コミュニティの活力低下が懸念される。
　こうした課題に対応すべく、中心市街地の再構築を目的として平成２０年度から２期８年間にわたり都市再生整備計画事業に取り組み、三股駅周辺の再整備をはじめとする活性化事業を行った。並行して進めていた町営住宅建替事業にも目途が立ち、土地活用の点
でもっとも立地条件に恵まれていた五本松団地跡地を活性化事業用地として活用すべく、令和２年度に取壊工事を完了した。跡地活用事業については、平成３０年３月策定の都市計画マスタープランで活用の可能性について言及し、当該土地を活用した新たな拠点整
備を想定して「中心地ゾーン」の区域設定を行った。その後、令和３年３月に策定した立地適正化計画では、当該事業を「三股町交流拠点施設整備事業」として戦略の核に位置付けるとともに、用途地域の見直しをしたうえで「中心地ゾーン」を都市機能誘導区域とし、
生涯学習、子育て支援、健康増進等の機能導入を想定した交流拠点施設を誘導施設に位置付けた。
　老朽化が進む既存施設の機能集約と商業機能とを複合化した交流拠点を中心に日常的な人の交流が活発になり、道路公園等の空間整備や公共交通のネットワークづくりによって賑わい効果が面的に広がることを目指す。

都道府県名 宮崎
みやざき

県 三股
み ま た

町
ちょう

中心地
ちゅうしんち

ゾーン地区
ち く

計画期間 交付期間 9



都市構造再編集中支援事業の計画
都市機能配置の考え方

都市の再生のために必要となるその他の交付対象事業等

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

％ 令和４年度 令和９年度

人／12時間 令和４年度 令和９年度

人 令和４年度 令和９年度

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

コミュニティバス利用者数 コミュニティバスの年間利用者数
中心地ゾーンが整備され魅力が高まることにより、コミュニティバス
の利用者数が増加する。

１６，９４１人 ２０，０００人

・交流拠点施設については、「学び」（生涯学習）「子ども子育て」「健康づくり」「買い物と食」の機能を導入することとしており、これらの機能と重複する既存施設については用途変更や廃止を検討する。
・商業機能については、商工会との連携を密にし、エリア内のマーケットの実情に合わせて適切に誘導する。立地適正化計画において、生鮮三品を扱うスーパーを誘導施設に位置付けていることも踏まえ、町民の日常的な買い物を支える機能としての必要性を考慮す
る。
・交通結節点となっているJR三股駅、来館者の多い総合文化施設、各種イベント会場として活用されているふれあい中央広場などの既存の拠点と新たに整備する交流拠点とを有機的に結びつけるため、拠点間をつなぐ道路やその経路に位置する公園等の質の向上
を図り、人の流れを生み出す。

公共公益施設の施設稼働率 稼働時間／利用可能時間
町民の活躍の状態を把握するため、区域内の公共公益施設の稼
働率を指標とする。

15.9% 20.0%

歩行者通行量 交流拠点周辺の歩行者数
交流拠点の新設と既存の拠点との回遊性の創出によりエリア内の
歩行者数が増加する。

１５２人/１２時間（休日） ２００人/１２時間（休日）



都市再生整備計画の整備方針等 様式（１）-③

計画区域の整備方針

その他

【公共交通ネットワークの再編】
　地域公共交通の課題やニーズ、交通弱者への対応等について検討し、利用しやすい交通ネットワークの形成に向けたコミュニティ交通の再編に取組
む。
　具体的には、地域住民や交通事業者等との連携・協力によるオンデマンド交通の導入やタクシー事業等と連携した交通サービスの提供等、利用者ごと
の利用目的や利用時間帯に柔軟に対応できる仕組みづくりを進める。また、交流拠点内に交通ネットワークの拠点的位置づけとなる乗降所を整備するこ
とを想定し、コミュニティバス運行の社会実験を実施する。

コミュニティバス運行社会実験（まちづくり活動推進事業/提案事業）

※交流拠点施設（地域交流センター）にバス乗降所を設ける

【交流拠点施設整備事業における協働の取り組み】
　スローガン「町民とともに考え、町民とともに進める」
　　①アンケート、ヒアリング調査の実施
　　　・郵送によるアンケート調査のほか、図書館利用者、子育て支援センター利用者、イベント来場者、健診受診者など、様々な対象に対して幅広く実施している。
　　　・文化協会や生涯学習の講師の方々等と意見交換を実施している。
　　②町民ワークショップの実施
　　　・令和元年度、基本構想策定時に５回開催した。
　　　・令和４年度、基本計画を踏まえて具体的な企画を検討する目的で３回開催した。

　実現に向けた方針「地域密着型官民連携」
　　①令和３年３月、商工会有志により「五本松活性化推進協議会」が発足
　　　・地場産業の振興を前提とした町の官民連携に対する考え方に呼応する形で、独自の動きが形成された。
　　　・この時策定段階であった基本計画について、当協議会との検討内容を反映させることとした。
　　②令和３年９月、五本松活性化推進協議会が商工会の内部組織となる
　　　・有志で立ち上げた組織から、商工会理事会での承認を受けて、公式な組織となった。
　　③国土交通省PPPサポーター制度の活用
　　　・令和３年１０月から、月に２回の頻度でサポーターを講師に招き、町と協議会を中心に官民連携勉強会を実施している。（現在も継続実施）
　　④官民共同事業体設立に向けた協定の締結
　　　・令和３年１２月、三股町と三股町商工会との間で官民共同事業体設立に向けてともに検討することを盛り込んだ協定を締結した。
　　　・現在は、会社組織や社内意思決定のあり方、定款等の作成が終わり、設立登記に進める段階である。
　　⑤「先導的官民連携支援事業」による実現可能性調査
　　　・官民共同事業体を活用して、公共施設の包括管理、地域再生可能エネルギー事業等の実現可能性を調査する。
　　⑥エリアプラットフォームの組成
　　　・中心地ゾーンのまちづくりにかかわる多様な主体を構成員としてエリアプラットフォーム「みまたん♡ミライカイギ」を設立した。
　　　・官民共同事業体はプラットフォームにおいても中心的役割を担うことを想定しており、都市再生推進法人の指定も視野に入れている。

方針に合致する主要な事業
【交流拠点施設の整備】
　五本松団地跡地を活用し、老朽化の進む公共施設の集約と商業機能との複合化を組み合わせて、新たな交流拠点施設を整備する。地域密着型官民
連携の方針に基づき商工会と共同出資により設立する官民共同事業体を中心に、PFI法に基づいて設計・施工・維持管理・運営を包括的に実施する。
　整備する交流拠点では、まちの暮らしが息づく場となるよう「学び」「子ども子育て」「健康づくり」の機能を取り入れた町民交流施設と、商工会との連携に
よる「買い物と食」の機能を備えた商業交流施設を併設する。
　交流拠点には、人が集うことのできるゆったりとしたオープンスペースやイベント等のできる屋根付きスペース等を整備し、町民交流施設と商業交流施
設を有機的に連結させて日常的な賑わいを創出する。

高次都市施設：地域交流センター・子育て世代活動支援センター
地域生活基盤施設：イベント広場、遊び広場、立体遊歩道
高質空間形成施設：歩行者用屋外トイレ、緑化施設等

【居心地がよく歩きたくなるまち空間整備】
　歩きやすく、歩きたくなる道路整備と快適に滞在できる公園広場等の整備を実施する。

町道整備（道路/基幹事業）（高質空間形成施設/基幹事業）
公園整備（公園/基幹事業）
広場整備（地域生活基盤施設/基幹）



目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項（都市構造再編集中支援事業） 様式（１）-④-１

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象 費用便益比
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費 Ｂ／Ｃ

道路 五本松１７号線 三股町 直 １４０ｍ 7 9 7 9 50 50 50 50 －

五本松２３号線 三股町 直 １５５ｍ 6 7 6 7 24 24 24 24 －

五本松２４号線 三股町 直 １００ｍ 6 7 6 7 15 15 15 15 －

五本松２５号線 三股町 直 １９０ｍ 6 7 6 7 30 30 30 30 －

東原６号線 三股町 直 ８２ｍ 5 7 5 7 50 50 50 50 －

公園 三股町 直 ８２４㎡ 8 9 8 9 10 10 10 10 －

もみの木小公園 三股町 直 ５５９㎡ 5 6 5 6 10 10 10 10 －

地域生活基盤施設 広場 三股町 直 1.4㏊ 5 6 5 6 10 10 10 10 －

地域生活基盤施設 広場 交流拠点（イベント広場、遊び広場、立体歩道下） 三股町 直 ９０００㎡ 6 9 6 9 245 245 245 245 －

地域生活基盤施設 人工地盤等 交流拠点（立体遊歩道） 三股町 直 １５００㎡ 8 9 8 9 165 165 165 165 －

高質空間形成施設 緑化施設等 五本松３７号線 三股町 直 ３００ｍ 5 6 5 6 20 20 20 20 －

緑化施設等 役場前通り線 三股町 直 ２００ｍ 5 9 5 9 30 30 30 30 －

緑化施設等 交流拠点（立体遊歩道上部空間） 三股町 直 １５００㎡ 8 9 8 9 60 60 60 60 －

バリアフリー対応トイレ 交流拠点（歩行者用屋外トイレ） 三股町 直 １００㎡ 6 7 6 7 11 11 11 11 －

高次都市施設 地域交流センター 交流拠点（町民交流施設） 三股町 直 １５００㎡ 8 8 8 8 761 761 761 761

観光交流センター

テレワーク拠点施設

子育て世代活動支援センター 交流拠点（町民交流施設） 三股町 直 ５００㎡ 8 8 8 8 205 205 205 205

複合交通センター

合計 1,696 1,696 1,696 0 1,696 …A

提案事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

三股町 直 6 9 6 9 15 15 15 15

三股町 直 5 9 5 9 15 15 15 15

三股町 直 5 5 5 5 3 3 3 3

合計 33 33 33 0 33 …B

居住誘導促進事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

合計 0 0 0 0 0 …C
合計(A+B+C) 1,729

（参考）都市構造再編集中支援事業関連事業

直轄 補助 地方単独 民間単独 開始年度 終了年度

合計 0

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度

官民共同事業体 ２０００㎡ 〇 6 7 414

三股町 １１０㎡ ○ 6 7 14

合計 428

事業 事業箇所名

全体事業費

直／間
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

（いずれかに○）
所管省庁名 規模

事業期間
事業主体事業箇所名

規模
（参考）事業期間

国費率

事業主体 直／間事業箇所名

五本松小公園

ふれあい中央広場

交付期間内事業期間

細項目

事業

地域創造
支援事業

事業

まちづくり活動推進事
業

事業活用
調査

事業主体

事業効果分析調査

ワークショップの開催

コミュニティバス運行社会実験

事業主体 所管省庁名 規模事業箇所名 全体事業費

0.5

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

交付対象事業費 1,729 交付限度額 864.5

事業

交流拠点施設整備事業 保存長屋リノベーション

（いずれかに○） 事業期間

交流拠点施設整備事業 商業交流施設



都市再生整備計画の区域 様式（１）-⑥

　中心地
ち ゅ う し ん ち

ゾーン地区
ち く

（宮崎
み や ざ き

県三股
み ま た

町
ち ょ う

） 面積 96 ha 区域
　三股町五本松の一部、大字樺山字五本松、字射場前、字東原、字松原
　字栗原、字大工原の一部

Ｎ

500m0

凡 例

都市再生整備区域

官公庁

都市機能誘導区域

居住誘導区域

用途地域凡例



公共公益施設の施設稼働率 （％） 15.9% （令和４年度） → 20.0% （令和９年度）

歩行者通行量 （人/12時間） １５２人/１２時間（休日） （令和４年度） → ２００人/１２時間（休日） （令和９年度）

コミュニティバス利用者数 （人） １６，９４１人 （令和４年度） → ２０，０００人 （令和９年度）

中心地ゾーン地区（宮崎県三股町）　整備方針概要図（都市構造再編集中支援事業）

目標

大目標：地域密着型官民連携で都市基盤強化と賑わいづくりに取り組み、健康的でハツラツとした暮

らしが息づく中心地を実現する。

　　目標１：官民共同事業体を中心に、公共機能の集約化に商業機能を組み合わせた複合施設とし

て交流拠点を整備し、まちづくりのおける町民の活躍の場をつくる。

　　目標２：歩きたくなる仕掛け作りや、居心地の良いまち空間づくりを町民参加型で進め、日常的に

人の姿が感じられる中心地を目指す。

　　目標３：中心地を核とした交通ネットワーク化等の利便性向上をはじめとする交通弱者対策によ

り、中心地の都市機能を町全域で享受できる都市構造を構築する。

代表的

な指標

様式（１）-⑦-１

JR三股駅 三股小学校

町役場
中央公民館

武道体育館

文化会館・図書館

■基幹事業
町道（東原6号線）

■基幹事業（高質空間形成施設）
町道（役場前通り線）

凡 例

都市再生整備区域

都市機能誘導区域

居住誘導区域

基幹事業

提案事業

関連事業
■基幹事業
広場整備（ふれあい中央広場）

■基幹事業
公園整備（もみの木小公園）

■基幹事業
公園整備（五本松小公園）

■基幹事業
町道（五本松17号線）

■基幹事業（高次都市施設）
地域交流センター
子育て世代活動支援センター
■基幹事業（高質空間形成施設）
屋外トイレ、緑化施設等

■基幹事業（地域生活基盤施設）
立体遊歩道、広場

□提案事業
コミュニティバス運行社会実験

■基幹事業（高質空間形成施設）
町道（五本松37号線）

■基幹事業
町道（五本松23号線）南側
町道（五本松24号線）西側
町道（五本松25号線）東側

チュウシンチ ミマタチョウ

□提案事業
ワークショップの開催
事業効果分析調査

〇関連事業
商業交流施設
保存長屋リノベーション

三股中学校


